２０１１年 度 事 業 計 画 
生きる力を育むために

１．基本方針

（１）社会環境の変化や法制度の見直し、会員の増加、事業の拡大、公益法人制度改革に対応できる組織・運営体制の充実強化を進めるとともに組織率の向上を図る
（２）地域における多様な社会福祉士の役割を明確に示し、会員の専門性の向上を図るとともに、地域に根ざした社会福祉実践を支援する
（３）社会福祉士の倫理綱領遵守を徹底し社会的信頼と認知を高め社会的任用を獲得するとともに制度的任用に向けた働きかけを強化する
（４）中期計画推進重点項目の遂行に向けた取り組みを推進する
２．運営方針
（１）社会環境の変化や法制度の見直し、会員の増加、事業の拡大、公益法人制度改革に対応できる組織・運営体制の充実強化を進めるとともに組織率の向上を図る
　　① 日本社会福祉士会と都道府県社会福祉士会（以下、都道府県社士会という）がその役割分担と財源について課題を共有しつつ、連合体組織への円滑な移行を実現する
　　② 公益社団法人を目指して組織のあり方の検討を進める
　　③部局制及び委員会体制をふまえて事業展開の効率化と財源の有効活用を図る
　　④ 組織率の向上に向けて関係団体との連携や都道府県社士会活動の支援等組織的な取り組みを行い、入会率の向上及び退会率の低減を図る
　　⑤ 職能団体や養成校団体との連携を進め、一体となった活動を推進する

（２）地域における多様な社会福祉士の役割を明確に示し、会員の専門性の向上を図るとともに、地域に根ざした社会福祉実践を支援する
　　① 新生涯研修制度の円滑な施行に向けて、会員への広報の充実や実施体制の整備、都道府県社士会との協力体制を推進する
　　② 専門社会福祉士認定制度の検討を進め、2012年度の制度開始を目指す

　　③ 都道府県社士会と一体となり、地域包括支援センターへの支援や障害者の相談支援事業に係る支援、及び低所得者への支援の充実をはかる
　　④ 成年後見活動の一層の発展と充実に向けて、都道府県社士会と一体となった「ぱあとなあ」機能の充実をはかる
　　⑤ 高齢者や障害者の虐待対応・防止の調査研究及び研修を進め権利擁護を推進する
　　⑥ 独立型社会福祉士の実践活動を支援する体制を充実させる

　　⑦ 障害者や低所得者の地域生活支援や自立支援及び子ども家庭の問題等、今後さらに社会福祉士の活躍が重要となる分野の調査研究及び研修を行う
　　⑧ 司法や教育、労働分野の他、自殺対策等、社会福祉士の新たな活動領域となる分野の調査研究及び研修を行う
　　⑨ 後進の育成の視点から、実習指導者への講習会と支援を推進する

（３）社会福祉士の倫理綱領遵守を徹底し社会的信頼と認知を高め社会的任用を獲得するとともに制度的任用に向けた働きかけを強化する

　　① 福祉人材確保指針に則り、関係機関や行政等に対し職域拡大とあわせ社会福祉士の待遇改善及び地位向上に向けた働きかけを推進する
　　② 介護保険や障害者支援に関する法律の見直しなどを見据えて、行政等に対し制度・政策提言等の働きかけを行う
　　③ 社会福祉士が広く国民に認知されるよう広報活動を推進する

　　④ 倫理綱領の遵守を徹底する取組みを強化する
　　⑤ 2011年度アジア・太平洋ソーシャルワーク会議を関係団体と協働して円滑に開催するとともに、ソーシャルワークの国際的連携を視野に入れた活動を強化する

　　⑥日本社会福祉士会20周年史の編纂に取り組む
（４）中期計画（2009～2013年度）推進重点項目の遂行に向けた取り組みを推進する
　　① 推進重点項目に挙げた６項目の確実な実施に向けた取り組みを推進する

　　② 定期的な見直しを行い、より実効性のある計画となるよう取り組む
３．活動
運営方針に則り、各委員会は次の事業を行う。全体の構成を表１に示す。

＜管理局＞
　■総務部

　　○組織委員会

　　　（１）組織率の向上（入会促進、退会抑止）

　　　（２）支部事務局の強化（支部事務局職員研修会企画・運営）

　　　（３）災害対応マニュアルの作成・啓発

　　○公益社団法人移行検討委員会

　　　（１）公益社団法人に対応する定款改正及び規定等の改廃

　　　（２）本会の事業仕訳（公益事業・共益事業・収益事業）

　　　（３）本会と都道府県社会福祉士会との業務分担の検討

　　　（４）全４７都道府県社会福祉士会統一の事務処理等のルール作成

　　○広報委員会

　　　（１）紙面以外の媒体で行う情報提供方法の検討
　　　（２）ホームページの内容整理と充実および活用方法
　　　（３）パンフレットおよびＤＶＤの活用および頒布方法の検討

　　　（４）国民への情報提供方法の検討

　　○国際委員会

　　　（１）社会福祉専門職4団体の一団体としてIFSW関係の連絡・協議機能の強化
　　　（２）IFSWアジア太平洋地域における財務の担当
　　　（３）アジア・太平洋地域ソーシャルワーカーネットワークの強化

　　　（４）アジア太平洋地域ソーシャルワーク会議（APC21）の企画、運営協力、及び災害ソーシャルワークフォーラムの開催、並びに日本からの情報発信
　　　（５）海外における会員の社会福祉研究・調査に関する支援

　　　（６）海外研修・調査派遣希望者への支援及び国際的な社会福祉情報の収集と提供

　　　（７）海外研修等報告会の開催

　　　（８）世界各国のソーシャルワーカー資格制度の研究と出版の検討

　　　（９）IFSW、NASW等および海外研修者・国際協力員からの情報収集

　　　（１０）国際協力員と連携した国際関係情報の翻訳活動

　　　（１１）滞日外国人支援委員会との連携

　■独立委員会

　　○綱紀委員会

　　　（１）苦情申立の受付
　　　（２）苦情申立に対する事前協議開催
　　　（３）苦情申立に対する調査
　　　（４）苦情申立に対する審査並びに処分案の作成

　　○学会運営委員会

　　　（１）生涯研修制度共通研修課程における６領域を基礎として構成する学会分科会の開催
　　　（２）研究誌『社会福祉士』の企画・編集・発行
　　　（３）職能団体における「学会」のあり方の継続検討
　　　（４）支部またはブロックを単位とした実践研究への支援及び地方学会等の継続検討
　　　（５）会員の実践支援という視点から全国大会にて実践研究ワークショップの開催
　　　（６）投稿論文、学会報告の評価の方法、情報の管理方法等の継続検討
＜ソーシャルワーク推進局＞
　■権利擁護推進部（権利擁護センターぱあとなあ）

　　○成年後見委員会

　　　（１）成年後見人候補者養成関係

　　　　　①成年後見人養成研修（本会通信研修）の実施

　　　　　②成年後見人養成研修（委託集合研修）のカリキュラム・ガイドラインの作成ならびに都道府県社会福祉士会の調整と実施委託、支援

　　　　　③成年後見人養成研修（委託集合研修）連絡調整会議の実施

　　　　　④成年後見基本実務研修のカリキュラム・ガイドラインの作成ならびに実施、都道府県社会福祉士会の実施委託、講師説明会の実施

　　　（２）名簿登録者支援関係

　　　　　①成年後見人養成研修修了者の名簿登録および受任者支援

　　　　　②受任者を支援するスーパーバイザー養成研修の実施

　　　　　③ぱあとなあ情報の発行

　　　　　④成年後見活動のしおりの発行
　　　（３）成年後見業務監査関係

　　　　　①成年後見活動報告業務監査（報告書チェックシステムの運営、任意代理・任意後見契約前報告事業の実施）

　　　　　②インシデントレポート集（仮称）の発行
　　　　　③法人後見のあり方等に関する検討会（仮称）の開催

　　　（４）都道府県ぱあとなあ連絡調整、支援

　　　　　①ぱあとなあ担当者会議（ブロック別）の開催

　　　　　②都道府県ぱあとなあ担当者会議の開催

　　　　　③都道府県ぱあとなあへの助言・支援

　　○権利擁護事業委員会

　　　（１）高齢者の虐待対応に関する調査研究の推進、提言
　　　（２）在宅高齢者の虐待対応に関する研修の推進
　　　　　①高齢者虐待対応現任者標準研修の推進
　　　　　　・講師予定者研修会の開催
　　　　　　・標準研修の実施打合せ・視察（３～５ヵ所）、支部支援
　　　　　　・高齢者虐待対応標準研修資料の見直し、作成
　　　　　②高齢者虐待対応専門研修の開催
　　　　　　・アドバイザーコース（東京）
　　　　　③在宅高齢者虐待対応マニュアルの出版、標準研修のテキスト改訂
　　　　　④講師団会議の開催
　　　（３）施設内高齢者虐待対応マニュアルの策定
　　　（４）関連団体との連携の促進
　　　　　①日弁連連携協議
　　　　　　・協議会の開催（年４回）
　　　　　　・虐待対応専門職チーム設置の推進、支部支援
　　　　　　・市民後見のしくみづくりの推進
　　　　　②高齢者虐待防止学会における発表・情報収集

　■地域生活支援部

　　○ケアマネジメント委員会

　　　（１）制度･政策に関する提言・研究

　　　　　①介護保険法･障害者自立支援法改正に関する施策提言の実施

　　　　　②｢施設職員におけるケアマネジメント｣をテーマに厚生労働省補助金事業等への申請の検討

　　　（２）｢ケアマネジメント研修｣の企画･運営

　　○地域包括支援センター支援委員会
　　　（１）地域包括支援センター社会福祉士のための全国実践研究集会の開催

　　　（２）地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修の実施

　　　（３）介護保険制度改正に向けた提言の検討

　　　（４）ネットワークに関する書籍等の出版化についての検討

　　　（５）地域包括支援センター社会福祉士「評価シート」の活用方法の検討

　　　（６）日弁連との連携協議への委員派遣

　　　（７）全国の地域包括支援センター、市町村への本会活動のＰＲ（年１回）

　　　（８）都道府県社会福祉士会における社会福祉士への支援状況の把握（アンケート）
　　　（９）各都道府県社会福祉士会の地域包括委員会担当者のメーリングリストの運営・管理
　　　（１０）地域生活支援部における事業方針等の検討（ケアマネジメント委員会との協議）

　■子ども家庭支援部

　　○子ども家庭支援委員会
　　　（１）研修の開催
　　　　　①子ども家庭福祉研修
　　　　　②スクールソーシャルワーク研修の開催（都道府県社会福祉士会担当者向け、都道府県社会福祉士会とのネットワーク化の推進に資する企画等）
　　　（２）スクールソーシャルワーク都道府県社会福祉士会担当者の組織化

　　　（３）未成年後見に関する検討

　　　（４）国や教育委員会等の情報収集、提言等の活動
　　　（５）弁護士会等との連携
　■ソーシャルインクルージョン部

　　○低所得者支援委員会

　　　（１）「低所得者支援者養成研修（仮称）」の開催
　　　（２）低所得者支援に関するブロック会議の開催
　　　（３）「住居および就労不安定者支援担当者」の役割の検討
　　　（４）「住居および就労不安定者支援に関するハンドブック」の検討
　　　（５）国の施策動向への政策提言の検討

　　○「自殺予防」対策検討作業委員会
　　　（１）「自殺の相談」についてのヒヤリング調査
　　　（２）自殺予防の基本的スキル獲得のための研修プログラムの検討

　　　（３）２０１２年度以降の事業展開の検討

　　　（４）関係団体との連携（自殺対策ネットワーク協議会への参画）

　　○滞日外国人支援委員会

　　　（１）「滞日外国人ソーシャルワーク研修」の開催
　　　（２）アジア・太平洋ソーシャルワーク会議における活動報告
　　　（３）国際委員会との連携

　　○就労支援委員会

　　　（１）研修プログラムの検討、必要があれば見直し
　　　（２）就労支援研修の開催
　　○リーガル・ソーシャルワーク委員会

　　　（１）平成23年度 独立行政法人福祉医療機構助成へ申請予定
　　　　「被疑者･被告人への社会福祉士による支援についての調査研究事業」の実施
　　　（２）リーガル・ソーシャルワーク研修の実施

　■独立型社会福祉士支援部

　　○独立型社会福祉士委員会

　　　（１）独立型社会福祉士養成研修の企画・運営
　　　（２）独立型社会福祉士全国研究集会の企画・運営
　　　（３）新制度を踏まえた新たな独立型社会福祉士の制度構築に向けた検討
　　　（４）独立型社会福祉士名簿登録制度の運営
　　　（５）独立型社会福祉士全国ネットワークの運営

＜生涯研修局＞
　■生涯研修部（生涯研修センター）

　　○基礎・共通研修課程整備委員会

　　　（１）新基礎研修のカリキュラムとプログラムの開発、教材の開発
　　　（２）新基礎研修を各都道府県社会福祉士会で実施するためのリーダー養成研修の企画、開催及び総括と支援
　　　（３）社会福祉士共通基盤研修のガイドラインの改訂、都道府県社会福祉士会支援
　　○専門社会福祉士研究委員会

　　　（１）認定システムの前提条件等となる事項（認定要件）の整備と認証の整備（研修シラバスの作成、研修テキストの作成）
　　　（２）第三者機関の設置について
　　　（３）認定制度に関する規程、手続書類の整備
　　　（４）認定管理システムの設計
　　○実習指導者研修委員会

　　　（１）社会福祉士実習指導者講習会の開催

　　　（２）委員会、会議等の開催

　　　　　①開催する都道府県社会福祉士会連絡会

　　　　　②講師予定者研修会（2回開催）
　　　（３）実習指導者講習会視察
　　　（４）2012年度以降の実習指導者講習会の実施体制の構築
　　　（５）『社会福祉士実習指導者テキスト』の改訂
　　　（６）実習指導者講習会修了者に対するフォローアップ体制の検討
　　　（７）社養協実習教育委員会との連携

　　○生涯研修制度改善委員会

　　　（１）2012年度の新制度での申請に向けての準備
　　　（２）履歴等管理システムの開発
　　　（３）研修認証についての専門社会福祉士認定制度との調整
　　　（４）研修関係の要綱、ガイドラインの制定・改廃
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　・社会的援護を必要とする人々に対する支援に関すること

　・就労支援に関すること

　・生活保護に関すること

　・更生保護等に関すること
	低所得者支援委員会

	
	
	「自殺予防」対策検討作業委員会

	
	
	滞日外国人支援委員会

	
	
	就労支援委員会

	
	
	リーガル・ソーシャルワーク委員会

	
	
	（社専協ハンセン部会）

	
	独立型社会福祉士支援部

　・独立型社会福祉士の支援、活動基盤の整備に関すること
	独立型社会福祉士委員会

	
	特別研究推進部

　・特別研究に関すること
	必要に応じ立ち上げる

	生涯研修局
	生涯研修部（生涯研修センター）

　・生涯研修制度に関すること

　・研修運営に関すること
	基礎・共通研修課程整備委員会

	
	
	専門社会福祉士研究委員会

	
	
	実習指導者研修委員会

	
	
	生涯研修制度改善委員会

	
	
	（保健医療専門研修評価）

	
	
	（各委員会の研修運営）


ソーシャルワーク推進局








